
令和７年度指定障害福祉サービス事業者等に対する説明会及び
障害者総合支援法に基づく集団指導

障害福祉サービス事業所における
留意事項について



1. 業務継続計画（BCP）について
2. 虐待防止措置・身体拘束の適正化

について
3. 情報公表について
4. 就労選択支援について
5. 地域連携推進会議について

全サービス

ー 就労系サービス

ー 共同生活援助、
施設入所支援



１ 業務継続計画（BCP）について
令和6年度報酬改定において、業務継続計画未策定減算を創設
【減算単位】
・所定単位数の３％を減算
療養介護、施設入所支援（施設入所支援のほか、障害者支援施設が行う各サービスを含む）、
共同生活援助、宿泊型自立訓練、障害児入所施設
・所定単位数の１％を減算
居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、短期入所、生活
介護、自立生活援助、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、計画相談
支援、地域移行支援、地域定着支援、障害児相談支援、児童発達支援、医療型児童発達
支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援（障害者支援
施設が行う各サービスを除く）

【算定要件】
以下の基準に適応していない場合、所定単位数を減算。
・感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するため
の、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定すること
・当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること
※BCPのガイドライン、ひな形等については、以下の厚生労働省ＨＰを御参照ください。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/douga_00003.html



２ 虐待防止措置・身体拘束の適正化について
【虐待防止措置】
令和6年度報酬改定において、障害者虐待防止措置を未実施の障害福祉サービス事業所等について、虐
待防止措置未実施減算（所定単位数の１％を減算）を創設。

（参考）障害者虐待防止措置
①虐待防止委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周知徹底を図ること。
②従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。
③上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

【身体拘束の適正化】
令和6年度報酬改定において、施設・居住系サービスについて、身体拘束廃止未実施減算の減算額を５単
位から所定単位数の10％に引き上げ。訪問・通所系サービスについて、減算額を５単位から所定単位数の
１％に見直す。
（※）施設・居住系：障害者支援施設（施設入所支援のほか、障害者支援施設が行う各サービスを含む）、療養介護、

障害児入所施設、共同生活援助、宿泊型自立訓練
訪問・通所系 ：居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、生活介護、短期入所、

自立訓練（宿泊型自立訓練を除く）、就労選択支援、就労移行支援、就労継続支援、児童発達支援、
放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援

（参考）身体拘束適正化措置
①やむを得ず身体拘束等を行う場合、その態様及び時間、利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

その他必要な事項を記録すること。
②身体拘束適正化検討委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周知徹底を図ること。
③身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。
④従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。



３ 情報公表について

令和6年度報酬改定において、障害福祉サービス等情報公表システム（WAM NET）上、未報告となって
いる事業所に対する「情報公表未報告減算」が創設された。

【減算単位】
・所定単位数の10％を減算
療養介護、施設入所支援（施設入所支援のほか、障害者支援施設が行う各サービスを含 む）、共同生
活援助、宿泊型自立訓練、障害児入所施設
・所定単位数の５％を減算
居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、短期入所、生活介護、自
立生活援助、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、計画相談支援、地域移行支
援、地域定着支援、障害児相談支援、児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、
居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援（障害者支援施設が行う各サービスを除く）

【注意事項】
・年１回、報告された内容について更新を行うこととされているが、未更新の事業所が多数あるため、必ず
情報の更新を行うこと。



厚生労働省「令和6年度報酬改定の主な改訂内容」より

４ 就労選択支援について



４ 就労選択支援について

厚生労働省ホームページ
https://www.mhlw.go.jp/stf/ne
wpage_56733.html

マニュアルは
こちらから



５ 地域連携推進会議について（共同生活援助、施設入所支援）

令和７年4月1日から、共同生活援助及び施設入所支援において、「地域連携推進会議」の設置が義務
化された。

※地域連携推進会議の手引きについては、以下の厚生労働省ＨＰを御参照ください。
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41992.html



厚生労働省「令和6年度報酬改定に係るQ＆A vol.1」より

地域連携会議の構成員として「利用者及びその家族、地域住民の代表者、
共同生活援助について知見を有する者並びに市町村の担当者等」と示されて
いるが、例示された全ての者が参画する必要があるのか。また、当該会議に
は全ての構成員の出席が必須か。

利用者、利用者家族、地域住民の代表者は必ず参画することが望ましい。
また、市町村担当者等については、当該市町村に多数の施設等がある場合等、
出席が難しい場合もあるため、可能な範囲での出席が望まれる。

（問）

（答）

「地域連携推進会議」における「市町村の担当者」とは、事業所が所在する市
町村であるか、それとも利用者の支給決定を行う市町村になるか。

事業所の所在市町村となる。

（問）

（答）

５ 地域連携推進会議について（共同生活援助、施設入所支援）


